
 
 

令和５年度 一般財団法人ふくしま建築住宅センター事業報告 

 

                                            自  令和 ５年４月 １日 

                         至  令和 ６年３月３１日 

 

我が国の経済は、令和５年８月に公表された国の年次経済財政報告書によると、個人消

費が飲食・旅行などの対面サービスを中心に持ち直し、好調な企業収益の下、設備投資も

高水準で推移するなど、内需が緩やかに持ち直してきたものの、世界的な物価上昇とそれ

を受けた急速な金融引締めが続き、金利差や景況感の違いから金融資本市場は振れが大き

くなる局面もあり、我が国経済を下押しする要因が複数存在しているとしております。 

一方、県内の経済については、令和６年３月の日銀福島支店の福島県金融経済概況報告

において、個人消費は穏やかな回復を続け、住宅投資は下げ止まりつつあるとしており、

先行きについては、物価上昇による個人消費への影響等に注意していく必要があるとして

おります。 

 住宅投資の動向は、県内の新設住宅着工戸数として表れ、平成28年度をピークに減少を

続け、令和3年度には10,028戸、令和4年度は8,774戸となり、令和5年度は対前年度比93.6

％の8,215戸と大きく減少しました。 

 

こうした状況において、令和５年度のセンター事業は、主要事業である確認検査業務に

あっては、総取扱件数が対前年度比 93.3％の 8,199 件と減少したものの、６月の手数料改

定が奏功し、手数料収入額は、対前年度比99.5％の206,140千円とほぼ同額となりました。 

また、住宅性能評価や BELS 評価の業務は件数、収入ともに増加し、適合証明業務や長期

使用構造等確認業務の件数は減少したものの収入は増加しました。 

しかしながら、低炭素建築物新築等技術的審査業務、建築物エネルギー消費性能適合性

判定業務、瑕疵担保責任保険業務、すまい給付金業務は、件数・収入とも大きな減少とな

りました。 

一方、公共連携事業においては、福島県が補助する ZEH 推進事業やふくしま ZEH モデル

支援事業の実施による増収を図りましたが、受託事業として実施した省エネ改修補助事業

の収入が大きく減少しました。 

公益目的事業の「安全・安心な地域社会形成支援事業」については、新築住宅・建築物

に適合義務化となる省エネ基準等の講習会を県内４か所で開催したほか、関係団体の要請

に応じて出前講座を行いました。 

 

この結果、令和５年度の収支について、収入面では瑕疵担保責任保険業務、すまい給付

金業務等の受託事業収入や公共連携事業における県の補助金が減少したことから交付金を

除く経常収益は前年度比 95.8％、支出面では令和７年の建築関係改正法施行を見据えて先

行して体制を強化し、人件費が増加したことから経常支出は 104.1％となり、正味財産は

35,159 千円の減少となりました。 

 

今後のセンター運営に関しましては、「第４次中期経営計画」に基づき、早期の黒字回

復を目指して、営業活動を一層推進するとともに、全ての業務において的確にかつ迅速に

顧客満足度の高いサービスが提供できるよう引き続き職員教育や人材育成に取り組んでま

いります。 

 

また、令和７年施行の建築関係法令の大幅改正に対応できる審査・検査体制の維持向上

とシステムの改善を実施してまいります。 

 当センターは、利用者の皆様に対し、迅速・丁寧な対応に心がけ、安心して、長期にご

利用いただけるよう適切な業務の執行を継続してまいります。 

 



 
 

 令和５年度 新設住宅着工戸数（令和５年４月～令和６年３月  国土交通省） 

 平成５年度 平成４年度 
備考 

（対前年度比） 

全   国 ８００，１８６ ８６０，８７５ 93.0％ 

東   北 ４２，９５９ ４６，６０１ 92.2％ 

福 島 県 ８，２１５  ８，７７４ 93.6％ 

 

 

１ 確認検査業務 

１）確認・検査申請件数 

 建築基準法に基づき、指定確認検査機関として建築物及び建築設備等の確認・検査業務

を的確に実施しました。 

確認申請件数は前年度比９３．４％の３，５２２件、検査申請件数は前年度比９３．３

％の４，６７７件となりました。また、収入額は前年度比９９．５％の２０６，１４０千

円となりました。 

 

  「全体件数」 

 令和５年度 令和４年度 
備考 

（対前年度比） 

確認申請件数 ３，５２２ ３，７７０ 93.4％ 

検査申請件数 ４，６７７ ５，０１５ 93.3％ 

計 ８，１９９ ８，７８５ 93.3％ 

収 入 額（千円） ２０６，１４０ ２０７，２１７ 99.5％ 

（注）収入額は、建築確認・検査を合わせた額である。 

 

「事務所毎の確認・検査申請件数」 

 令和５年度 令和４年度 
備考 

（対前年度比） 

県北事務所 １，９４６ ２，１１４ 92.1％ 

県中事務所 ３，１４１ ３，２３７ 97.0％ 

いわき事務所 １，９３６ ２，１１０ 91.8％ 

会津事務所 １，１７６ １，３２４ 88.8％ 

計  ８，１９９  ８，７８５ 93.3％ 

 



 
 

２）災害に伴う確認検査手数料減免取扱い件数 

被災者の復興を支援するため、被災建築物について規程手数料額の１／２を減免しまし

た。 

 

 
令和５年度 令和４年度 

備考 

（対前年度比） 

住 宅 
件数（件）  ８１ １６７ 48.5％ 

金額（千円）   ７７６ １，６３８ 47.4％ 

一 般 
件数（件） ４１ ２５ 164.0％ 

金額（千円） ４０３ ２１９ 184.0％ 

計 
件数（件） １２２ １９２ 63.5％ 

金額（千円） １，１７９ １，８５７ 63.5％ 

            

 

２ 住宅性能評価業務 

「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく登録住宅性能評価機関として、設計

住宅性能評価及び建設住宅性能評価の業務を実施しました。 

 収入額は前年度比２０９．１％の１３，４５７千円となりました。 

 

 令和５年度 令和４年度 
備考 

（対前年度比） 

設計住宅性能評価（戸） １３７ ７４ 185.1％ 

建設住宅性能評価（戸） １０３ ４３  239.5％ 

収 入 額（千円） １３，４５７ ６，４３５  209.1％ 

 

 

３ 住宅瑕疵担保責任保険業務 

保険法人である住宅保証機構㈱の県内唯一の統括事務機関として、受付、検査及び事故

対応の業務を実施しました。また、㈱住宅あんしん保証、㈱日本住宅保証検査機構の瑕疵

担保責任保険業務についても、主に検査の実施機関として実施しました。 

保険取扱い戸数は、前年度比９３．５％の１，１６３戸、収入額は前年度比８５．９％

の２３，９２５千円となりました。 

 

住宅瑕疵担保責任保険 合計 

 令和５年度 令和４年度 
備考 

（対前年度比） 

戸    数（戸） １，１６３ １，２４４ 93.5% 

収 入 額（千円） ２３，９２５ ２７，８３８ 85.9% 

 



 
 

［住宅保証機構㈱］ 

 令和５年度 令和４年度 
備考 

（対前年度比） 

保険契約取次戸数（戸） ６２６ ６４９ 96.5％ 

収 入 額（千円） １６，７１３ １９，５７７ 85.4％ 

 ［㈱住宅あんしん保証］ 

 令和５年度 令和４年度 
備考 

（対前年度比） 

保険検査戸数（戸） ３５２ ３７０ 95.1％ 

収 入 額（千円） ４，９７６ ５，４９２ 90.6％ 

 ［㈱日本住宅保証検査機構］ 

 令和５年度 令和４年度 
備考 

（対前年度比） 

保険検査戸数（戸） １８５ ２２５ 82.2% 

収 入 額（千円） ２，２３６ ２，７６８ 80.8% 

 

 

４ 独立行政法人住宅金融支援機構との業務協定に基づく業務 

証券化支援事業に係る新築住宅及び既存住宅について、設計検査・現場検査の適合証明

業務を実施しました。 

適合証明戸数は、前年度比８５．２％の３９２戸、収入額は前年度比１２２．４％の 

１０，６０９千円となりました。                       

          

 令和５年度 令和４年度 
備考 

（対前年度比） 

適 合 証 明 （戸） ３９２ ４６０ 85.2％ 

収 入 額（千円）  １０，６０９  ８，６６７ 122.4％ 

 

 

５ 長期使用構造等確認の業務 

「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく登録住宅性能評価機関として、長期

優良住宅の認定申請に用いる長期使用構造等確認書を交付する業務を実施しました。 

 

 令和５年度 令和４年度 
備考 

（対前年度比） 

申 請 件 数 （戸） １３４ １４７ 91.1％ 

収 入 額（千円） ６，２７０ ５，９７５ 104.9％ 

 

 



 
 

６ 低炭素建築物新築等技術的審査業務 

「都市の低炭素化の促進に関する法律」に基づき、低炭素建築物新築等計画の認定申請

に用いる技術的審査の適合証を交付する業務を実施しました。 

 

 令和５年度 令和４年度 
備考 

（対前年度比） 

申 請 件 数 （戸）  ２ ３８ 5.3％ 

収 入 額（千円）    ７９ １，３３５ 5.9％ 

 

 

７ 「すまい給付金」制度に係る業務 

１）現金取得者向け新築対象住宅証明書の発行業務 

住宅ローンを利用せずに新築住宅を取得する場合の「新築対象住宅証明書」の発行業務

を実施しました。 

 

 令和５年度 令和４年度 
備考 

（対前年度比） 

申 請 件 数 （戸）  ０ １３ ＿ 

収 入 額（千円）     ０   ４７３ ＿ 

 

２）すまい給付金申請受付業務 

すまい給付金の申請が、事務局に直接郵送申請、又は窓口申請となることから、住宅保

証機構㈱の受託機関として窓口での「すまい給付金申請」受付業務を実施しました。 

 

 令和５年度 令和４年度 
備考 

（対前年度比） 

申 請 件 数 （戸） ７４ １，０５５ 7.0％ 

収 入 額（千円） ２８４ ４，０６１ 7.0％ 

 

３）すまい給付金申請サポート業務 

すまい給付金の利用者に対して、住宅保証機構㈱の受託機関として給付金申請に係る申

請サポートセンター業務も合わせて実施しました。 

 

 令和５年度 令和４年度 
備考 

（対前年度比） 

申 請 件 数 （戸） ８ １４６ 5.5％ 

収 入 額（千円） ２２ ４０１ 5.5％ 

 

 なお、すまい給付金制度は、令和６年３月３１日をもって終了しました。 

 

 



 
 

８ 建築物エネルギー消費性能適合性判定業務 

 「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」に基づく登録建築物エネルギー消

費性能判定機関として、建築物エネルギー消費性能適合性判定の業務を実施しました。 

 

 令和５年度 令和４年度 
備考 

（対前年度比） 

申 請 件 数 （件） １４２ １８７ 75.9％ 

収 入 額（千円） １２，６２２ １５，９６５ 79.1％ 

 

 

９ 建築物の省エネルギー性能表示制度（ＢＥＬＳ）評価業務 

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」に基づき、建築物の省エネルギー

性能を評価・認証する制度における評価機関として、ＢＥＬＳの評価業務を実施しました。 

 

 令和５年度 令和４年度 
備考 

（対前年度比） 

申 請 件 数 （件） ２２６ １２５ 180.8％ 

収 入 額（千円） ７，２８７ ４，５９１ 158.7％ 

 

 

１０ 公共連携事業 

１）ネット・ゼロ・エネルギーハウス推進事業 

福島県との協定に基づき、ＺＥＨの建設・購入への補助事業の実施事業者として、事業

の広報・補助対象者の募集・補助金交付申請書の審査・補助金額の確定・実施報告書の確

認・補助金の支払いまでの一連の事務を実施しました。 

 

 令和５年度 

予算（当初） 完 了 

事 業 費（千円） 
１２，０００ 

 （３０件） 

３，２００ 

（８件） 

事 務 費（千円） ２，７６３ １，４０９ 

合   計（千円） １４，７６３ ４，６０９ 

 なお、４年度繰越分 １件（４００千円）の補助金を交付しました。 

 

２）「ふくしまＺＥＨ（Ｆ－ＺＥＨ）モデル支援事業」 

福島県との協定に基づき、通常のＺＥＨよりも高い性能を有する「ふくしまＺＥＨ（Ｆ

－ＺＥＨ）」の基準策定と普及啓発のため、Ｆ‐ＺＥＨの建築・ＰＲを行う工務店等への

補助事業の実施事業者として、事業の広報・補助対象者の募集・補助金交付申請書の審査

・補助金額の確定・実施報告書の確認・補助金の支払いまでの一連の事務を実施しました。 

 

 

 



 
 

 令和５年度 

予算（当初） 完 了 

事 業 費（千円） 
９，０００ 

 （３件） 

９，０００ 

（３件） 

事 務 費（千円） １，０００ １，０００ 

合   計（千円） １０，０００ １０，０００ 

 

３）福島県省エネルギー住宅改修補助事業 

福島県との契約に基づき、県が補助金を交付する既存住宅の省エネ改修事業について、

補助の募集、交付申請書及び完了実績報告書の受付業務等を実施しています。 

 

 令和５年度 

当初 変更後 

委託期間 
令和５年７月１９日～ 

令和６年３月２９日 

令和５年７月１９日～ 

令和６年６月２８日 

委託料（円） ９，９９９，０００ ３，１１５，２００ 

戸数（戸） ２００ ２８ 

 

 

１１ 「地域型住宅グリーン化事業」に係る事務事業 

一般社団法人すまいづくりまちづくりセンター連合会との契約に基づき、「地域型住宅

グリーン化事業（長寿命型）」の適合確認実施者として、事業の交付申請、完了実績報告

及び完了検査における適合確認業務を実施しました。 

 

 令和５年度 令和４年度 
備考 

（対前年度比） 

交付申請（戸）※ ６４ １８７ 34.2% 

完了実績報告（戸）※ １７３ １９６ 88.3% 

 ※前年度から繰越となった申請及び報告の戸数を含む。 

 

 

１２ 安全・安心な地域社会形成支援事業 

公益目的事業である「安全・安心な地域社会形成支援事業」を実施しました。 

１）講習会開催及び他団体等への講師派遣の推進 

施工者や建築士の方々を対象として講習会を開催するとともに、関係団体への講師

派遣を行いました。 

ア 講習会開催 

  建築物省エネ法の改正により、令和７年から新築の住宅・建築物に省エネ基準を

満たすことが義務づけられること、また「木造の壁量等の基準」の見直し案が公表

されたことから、施工者や建築士の方々に、省エネに係る仕様基準・性能基準や壁

量等の見直し案などを解説する「地域住宅セミナー」を開催しました。 

 



 
 

〇令和５年６月２６日・３０日・７月３日・４日 

開催地  福島市・郡山市・会津若松市・いわき市 

     参加人数 ２８８名 

 

イ 関係団体への講師派遣「出前講座」等 

 〇「最新の建築基準法改正・省エネ適判申請方法」（建築士事務所協会県南支部様） 

     令和５年１０月１３日       開催地 白河市 

 〇「最新の建築基準法改正について」（宅地建物取引業協会安達支部様） 

     令和５年１２月１８日       開催地 二本松市 

 ○「瑕疵担保保険について勉強会 他」（全建総連福島様） 

      令和６年１月２５日           開催地 大玉村 

○「建築行政・消防行政に関する講習会」（建築士会福島支部様） 

      令和６年２月８日         開催地 福島市 

 ○「省エネ法設計「仕様基準ガイドブック」の使い方 他」（建築士会郡山支部様） 

   令和６年２月２８日        開催地 郡山市 

○「省エネ法改正と一戸建て木造住宅省エネ対策」（建築士会会津支部様） 

令和６年３月８日         開催地 会津若松市 

 ○「省エネ法関連・改正建築基準法」（建築士会いわき支部様） 

令和６年３月８日         開催地 いわき市 

 ○「一戸建ての省エネ設計～最新の法改正の解説」（建築士会須賀川支部様） 

令和６年３月１５日         開催地 鏡石町 

 

２）「住まいるネットワークふくしま」の活動 

  震災復興に貢献する観点から、平成２５年８月に復興支援対策や技術力の向上など、

住宅事業者の方々に技術情報の提供を目的として「住まいるネットワークふくしま」を

設立し、令和６年３月末時点で１，０３０名の事業者の方々に会員登録をしていただき

ました。会員の方々には、住情報提供を行うほか、確認申請プログラムの無償提供や、

「まもりすまい保険」利用にあたって一定の品質向上を図る場合には、団体割引料金等

を適用しております。 

 

３）「公益目的財産額」支出後の公益事業に係る支出額 

平成２７年度 ６，８３９，８４８ 円 
平成２８年度 ３，２８５，８６２ 円 
平成２９年度 １，２１８，１３６ 円 
平成３０年度 １，７８４，０６０ 円 
令和 元年度 １，７０６，７４２ 円 
令和 ２年度   ３８７，０８３ 円 
令和 ３年度   ９１５，７５８ 円 
令和 ４年度 １，１７９，４２３ 円 
令和 ５年度 １，１５５，５６５ 円 

 

 

１３ 建築統計に関する受託事業 

  福島県より建築動態統計補助事務を受託しました。 

・委託期間   令和５年４月２０日 ～ 令和６年３月３１日 
   ・受託料   ５９４，０００円 

・事務範囲   建築動態統計調査事務のうち、建築工事届及び建築物除却届より建築

着工統計調査表及び建築物除却統計調査票への転写を行う。 


